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利用負担金算定方式の変更について

九州大学大型計算機セ ンターの運営に要する費用については予算措置がとられています。 しかしセ

ンター運営上実際に必要な額 としては、不充分であり、配当予算だけでは利用者の計算需要 を満足 さ

せることは不可能なことです。 したがって、セ ンター運営費の不足額をセ ンターを利用する人に負担

していただかなければな りません。 これが全国共同利用の大型計算機セ ンターで行 なわれている現行

の負担金徴収の考え方です。このよ うな負担金の性格 から考えると、セ ンター計算機 システムの利用

度 に比例 した負担金を各利用者に負担 して頂 くのが公平であろうと思 われます。 しか し、センター計

算機 システムの利用度に比例 した云 々ということを実際に基準 を決め実行することには難 しい問題が

あ り、基準 となる量が計算機 システムで自動的に測定で きるような量でなければ負担金精算が煩雑で

現実的ではありません。 したがって"公 平"な 負担金といっても、大変難 しいのですが、大多数の利

屠者にとってあまり不公平でないと思われる算定方式を次述のような方法 で算出 しました。現在 まで

の方式は演算時間と出力量のみを考慮するという方法であり、この方法 はある時期ではかなり合理的

でありました。 しかし、本センターの現計算機システムでは合理的であるとは思 われません。例 えば、

同一時間に1個 しか処理できないジョブ と3個 並列処理できるジョブとが、これまでのようにジョブ

当 りの負担金が同 じであるということは不合理であります。

すなわち、センター計算機 システムの利用度に比例 した負担金 を負担すべ きであるということから

考えますと、前者は後者の3倍 の負担 金 となるべ きであろうと思われます。そこでこのたび負担金の

算定方式の改正にさいしま して、次のような原則 により算定するのが比較的公平であり合理的である

と考えております。

1.基 本的には計算機の処理効率を低下 させる度合に応 じて、負担金が高 くなるべ きである。

2.算 定方式に含まれる諸量は、自動的に計算機システムで測 定 できるものであることが望ましい。

単位時間に処理できる計算量 に影響 を及ぼす諸量であって、測定可能な量 としては、次のような量

が考 えられます。

1.演 算時間 従来のCPU時間

2.入 力時間 入力カー ド枚数に比例する量(端 末からは入 力行数)

3.出 力時間 出力カー ド枚数、LP枚 数及びLP行 数に比例す る量

(端末からは出力行数)

4.ジ ョブ占有主記憶量

プログラムの大 きさ

上記の各量はセンター計算機 システムですべて測定可能であり、また各々の量が増加すると、シス



テ ムの処理 効率 が低下 す ることにな りますの で、 ジ ョブに関 して これ らの各量 に適 当 な係数 を乗 じて

加 えた量 が他 ジョブへ の迷 惑の かけ具合 を示 す指標 ともな り前記負担金算 定の原 則に合致す る と考 え

られ ます。

このよ うな考 えの もとに利用負担金 の額 の算 定方式 を、昭和46年4月1日 か らっ ぎの よ うに改正 い

た します。

1.利 用負 担金 は、演 算料金 お よび入出 力料金 の和 で、 その算定 は以下 の方法 に よ ります。

○ 演算料金 は、計算依頼1件 ごとに次式 によ り計算 いた します 。

3.3333円 × 〔G寅算時 間 ・秒)×(コ ア ・メモ リー 占有係数)の 各 ジ ョブステ ップ

につ いての和〕

ただ し、 コア ・メモ リー 占有係 数は次表 によ りま・す

係 数 コァ占有量

0.416KWま で

0.632KWま で

0.848KWま で

1.064KWま で

1.280KWま で

1.480KW以 上

○入出 力料金 は、計算依頼1件 ご と、お よび共用ボ リュー ム使 用期 間1ケ 月につ いて

それ ぞれ次式 によ り計算 いた します。

1.6666円 × 〔喘 末入 力行数)×0.16十(端 末出 力行数)×0.04十(入 力カー ド枚 数)×0.08

+(LP出 力枚 数)×0.6+(LP出 力行 数)×0.02+(カ ー ド出 力枚 数)×0.6〕

1.6666円 ×(共 用ボ リューム使 用の トラック数)×6

た だ し、共 用ボ リュー ム使用期間 の1ケ 月未満 の端数 は1ケ 月 と して

算 定 いた します。

2.利 用負担金の精算 は、四半期 ご とに行 ない、各研 究課題 に対す る負 担金 の額 の100円 未満 の

端 数は100円 と して計算 いた します。


